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   カスタマーハラスメント防止を企業に義務付ける等の改正内容が盛り込まれた労働施策総合推進法等の

改正法案が 2025 年 6 月 11 日に公布されました。 

 

  【主な内容】 

カスタマーハラスメント防止措置の義務化（公布から 1 年 6 か月以内） 

男女の賃金差異・女性管理職比率の情報公表義務が労働者 301 人以上 → 101 人以上へ拡大 

（2026 年 4 月 1 日から） 

 

カスハラ防止の施行日はまだ確定していませんが、男女の賃金差異等の公表は来年の 4 月からとなってい

ますので、自社が対象となるかどうか確認しておきましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

  「 給与の振込手数料を従業員に負担させることはできるか？ 」 

 

    Q ： 給与の支払いを銀行振込で行う場合、振込手数料を差し引いて（従業員に負担させる） 

        振り込んでも良いのか？ 

 

    A ： 振込手数料を差し引いて給与を振り込むことは、賃金の全額払いの原則に基づき、できない 

        ものと考えられます。 

 

 

 

 

    ■賃金の全額払いの原則 

      労働基準法は、「賃金は、通貨で、直接労働者に、その全額を支払わなければならない。」と定め 

     ています。しかしながら、この賃金の全額払いの原則に対して二つの例外を認めています。 

 

     例外１）法令に別段の定めがある場合 

     例外２）当該事業場の労働者の過半数で組織する労働組合があるときはその労働組合、労働者の過 

半数で組織する労働組合がないときは労働者の過半数を代表する者との書面による協定が 

         ある場合 

 

     上記の２つの例外の場合には、賃金の一部を控除して支払うことができます。 

     「法令に別段の定めがある場合」とは、税金（所得税や住民税）や社会保険料等（健康保険料、介 

     護保険料、厚生年金保険料、雇用保険料など）です。 

     「書面による協定がある場合」とは、会社独自の「社宅家賃、親睦会費や互助会費、会社積立金、 

     労働組合費、団体扱いの生命保険料、財形貯蓄制度の積立金、従業員持株拠出金など」です。 

 

    ■銀行振込における手数料 

      給料の銀行振込における手数料を給与から差し引くことは、上記の二つの例外に該当するかどう 

     かをみていくにあたり、まず、振込手数料の控除は「法令に別段の定め」（給料から引いても良い 

     という法律）はありません。また、「書面による協定」により控除できるかというと、この場合も 

     無制限に認められるわけではなく、本来賃金を支払う使用者（会社）が負担すべく経費である振込 

     手数料の控除は、事理明白なものと見ることはできず、つまりは振込手数料を差し引くことはでき 

     ないものと考えるべきです。 
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